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【 序 論 】 

抗菌薬は、現代の医療において重要な役割を果たしており、感染症の治療、患者の

予後の改善に大きく貢献してきた。その一方で、使用に伴う有害事象や副作用が存在

することから、適切な場面で適切に使用することが求められている 1)。抗菌薬の不適

切な使用は抗菌薬が効かない薬剤耐性菌の出現を招き、感染症の治療に影響を及ぼす

ことが懸念される。近年、薬剤耐性菌による感染症が世界的に拡大し、公衆衛生およ

び社会経済に重大な影響を与えている。しかし、新しい作用機序を有する抗菌薬の開

発は停滞している。英国の薬剤耐性レビュー委員会 (オニール・コミッション) は、

このまま何も対策を講じなければ、薬剤耐性 (antimicrobial resistance: AMR) による死

亡者数が 2050 年に年間 1,000 万人に上ることを試算した 2)。これは、2013 年時点の

がんによる死亡者数 (800 万人) を大きく上回っていた 3,4)。本邦においても、メチシ

リン耐性黄色ブドウ球菌 (MRSA) やバンコマイシン耐性腸球菌のような薬剤耐性グ

ラム陽性球菌、多剤耐性緑膿菌や多剤耐性アシネトバクターのような薬剤耐性グラム

陰性桿菌による医療関連感染症が広がっており、感染症の予防や治療が困難になる症

例が増加しており、今後も抗菌薬が効かない感染症が増加していく事が予想される 1,5)。

近年では、医療機関だけでなく、市中の健康なヒトからも薬剤耐性菌の分離が報告さ

れている 6,7)。また、畜産分野においても感染症の治療を目的とした動物用抗菌薬や、

発育の促進を目的とした抗菌性飼料添加物が使用されている。このような背景から、

動物においても薬剤耐性菌の出現が報告され、食肉等を介してヒトにも伝播すること

が知られている 1)。そのため、ヒトの医療だけでなく、獣医・畜産・環境を含めた包

括的な取組 (ワンヘルス・アプローチ) が必要である。 

世界保健機関 (WHO) は、2011 年の世界保健デーで薬剤耐性の問題を取り上げ、ワ

ンヘルス・アプローチに基づく世界的な取り組みを推進する必要性を国際社会に訴え

た。これを受け、厚生労働省において、薬剤耐性対策に関する包括的な取組について

議論するとともに、「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議」のもとに、「薬剤

耐性に関する検討調整会議」を設置し、関係省庁とも議論及び調整を行い、同関係閣

僚会議において、2016 年 4 月から AMR 対策アクションプラン 2016-2020 が策定され

た。本邦の AMR 対策アクションプランでは、保険医療、介護福祉、食品、獣医療、

畜水産、農業等の様々な分野の専門職や従事者を対象にワンヘルス・アプローチの視

野に立ち、①普及啓発・教育、②動向調査・監視、③感染予防・管理、④抗微生物薬

の適正使用、⑤研究開発・創薬、⑥国際協力の 6 つの分野に関する目標が設定された 

(Table 1) 1,8)。抗微生物薬の適正使用の状況を国際比較すると、我が国では、2020 年に

おける本邦の人口千人あたりの抗菌薬の 1 日使用量 [Defined Daily Doses (DDDs) / 

1,000 inhabitants/day (DID)] は 10.18 DID であり、代表的な欧州諸国の DID と比較する

と、フランス (20.3 DID)、イタリア (18.4 DID)、スウェーデン (10.4 DID) よりも少な

かった 9)。一方、本邦では 90.1%を経口抗菌薬が占めており、セファロスポリン系薬、
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フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬などの広域抗菌薬の使用割合が高く、2013 

年から 2016 年までは抗菌薬の使用量に大きな変化が認められなかった (Table 2) 9-11)。

そこで、成果指標として、2020 年までに抗菌薬の DID を、全体で 33%、経口第 3 世

代セファロスポリン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬を 50%、注射用

抗菌薬を 20%削減することが設定された (Table 3) 8,9)。また、主な薬剤耐性菌につい

ても、分離率削減の成果指標が設定された (Table 4) 8,9)。2023 年 4 月には、AMR 対策

アクションプラン 2016-2020 の結果を踏まえ、今後 5 年間で実施すべき事項をまとめ

た新たな AMR 対策アクションプラン 2023-2027 が発表された 1)。 

 

Table 1. 日本の AMR 対策アクションプランにおける 6 分野の計画目標 1,8) 

 

2017 年以降、AMR 対策アクションプランによって、抗菌薬の使用量は減少に転じ

たものの、減少幅が小さくなってきている (Table 2)。一方で、2020 年から新型コロナ

ウイルス感染症 (COVID-19) の流行によって、抗菌薬の使用量が大幅に減少し、2021

年の抗菌薬全体の使用量は、2013 年に比べて 32.7%減少した 1)。特に、セファロスポ

リン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬は、それぞれ 46.1%、43.7%、

47.5%と大幅に減少したが、AMR 対策アクションプランの成果目標を達成することは

できなかった 1)。しかし、現在もこれらの広域抗菌薬は、経口抗菌薬全体の 71.1%を

占めている 9)。また、2021 年の MRSA の分離率 (46.5%) は、2016 年と同程度 (47.7%) 

であり、抗菌薬の使用量は減少しているが、MRSA の分離率はほとんど変化していな

い 9)。申請者の所属教室では、東京都多摩地区の複数の病院を対象として、MRSA の

サーベイランスを実施している (Fig. 1)4)。その結果、2013 年までは、主に入院患者か

ら分離される院内感染型 MRSA の分離率が高かったが、2014 年以降は市中の健康な

人や外来患者から分離される市中感染型 MRSA の分離率が高く、2019 年以降は市中

目標分野

薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等への教育・
研修を推進

普及啓発・教育

薬剤耐性菌および抗微生物薬の使用量を継続的に監視し、
薬剤耐性の変化や拡大の予兆を的確に把握

動向調査・監視

適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の
拡大を阻止

感染予防・管理

医療、畜水産等の分野における抗微生物薬の適正な使用を
推進

抗微生物薬の適正使用

薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診断・
治療手段を確保するための研究開発を推進

研究開発・創薬

国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進国際協力
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感染型 MRSA が 8 割以上を占めていることが明らかになった。このデータは、市中

の薬剤耐性菌が病院内に持ち込まれていることを示している。この現象は他の地域の

病院においても認められ、病院内における市中感染型 MRSA の流行が問題となって

いる 7,12)。このように、市中の薬剤耐性菌が院内に持ち込まれていることから、市中

における抗菌薬適正使用の推進が急務である。 

Fig.1 東京都多摩地区の複数の病院から分離された MRSA の細菌学的分類の推移 4) 

 

Table 2. 本邦における販売量に基づいた経口抗菌薬の使用動向 (DID) 9) 

院内感染型MRSA 市中感染型MRSA 院内感染型MRSA 市中感染型MRSA

Number of prescriptions in following year;
Antimicrobial class

20202019201820172016201520142013

1.100.960.880.810.800.770.750.76Tetracyclines

<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01Amphenicols

0.610.770.690.650.660.680.610.60Penicillins with extended spectrum

<0.01<0.01<0.01<0.01<0.010.010.010.01Beta Lactamase-sensitive 

penicillins

0.180.230.200.190.180.170.160.15Combinations of penicillins, 

including beta lactamase inhibitors

0.090.090.080.070.070.070.070.071st generation cephalosporins

0.290.300.280.280.290.290.300.302nd generation cephalosporins 

1.852.632.833.083.323.463.413.543rd generation cephalosporins 

0.010.010.010.010.020.020.020.01Carbapenems 

0.090.100.110.120.120.130.140.14Other cephalosporins and penems

0.410.380.360.330.310.290.270.25Combinations of sulfonamides and 

trimethoprim, including derivatives

2.933.843.964.184.564.594.504.83Macrolides

0.020.020.020.020.010.020.010.01Lincosamides

1.662.322.422.572.752.712.832.83Fluoroquinolones

<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01<0.01<0.010.01Other quinolones

0.060.080.080.090.100.100.100.10Other antibacterials 

9.3111.7411.9212.3813.1913.3013.1813.62Total
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Table 3. AMR 対策アクションプラン 2023-2027 の成果指標：抗菌薬使用量 (DID) 8,9) 

 

Table 4. AMR 対策アクションプラン 2023-2027 の成果指標：耐性菌の分離率 (%)8,9) 

 

病院内には、院内感染対策チーム (ICT) や抗菌薬適正使用支援チーム (AST) が組

織されているため、AMR 対策アクションプランの普及啓発・教育、動向調査・監視、

抗微生物薬の適正使用を実行しやすい。一方、市中にはそのような医療チームが存在

しないため、クリニックや診療所においては広域抗菌薬が漫然と処方されているケー

スが散見される。また、地域のクリニックや診療所、保険薬局では、医療従事者だけ

2027 

(目標値)※1

2020年
(目標値)

2013年対比2020年2013年指標

15%減33%減29.9%減10.1814.52全抗菌薬

40%減50%減42.7%減2.243.91経口セファロスポリン系薬

30%減50%減41.3%減1.662.83経口フルオロキノロン系薬

25%減50%減39.3%減2.934.83経口マクロライド系薬

-20%減1.1%減0.870.90静注抗菌薬

20%減--0.058-静注抗菌薬
(カルバペネム系) ※2

DID : defined daily dose per 1,000 inhabitants per day (人口1,000人あたりの1日使用量)

※1 対2020年比
※2 AMR対策アクションプラン2023-2027新設項目

2027年
(目標値)※1

2020年
(目標値)

2020年2013年指標

-15%以下33.347.4肺炎球菌のペニシリン耐性率

20%以下20%以下47.551.1黄色ブドウ球菌のメチシリン
耐性率

30%以下25%以下41.535.5大腸菌のフルオロキノロン
耐性率

3%以下10%以下15.917.1緑膿菌のカルバペネム耐性率

0.2%以下0.2%以下0.1-0.30.1-0.3大腸菌・肺炎桿菌の
カルバペネム耐性率

80人以下※3-135人100人未満バンコマイシン耐性腸球菌
感染症の罹患数※2

※1 対2020年比
※2 AMR対策アクションプラン2023-2027新設項目
※3 2019年時点に維持
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でなく患者の AMR や抗菌薬に対する意識が低く、AMR 対策アクションプランの普

及啓発・教育、動向調査・監視、抗微生物薬の適正使用が十分に実施できていない可

能性が指摘されている 13)。広域抗菌薬の過剰使用は薬剤耐性菌の出現を助長し、副作

用にも繋がることが示唆されている 14)。外来患者に対する抗菌薬適正使用の推進は、

AMR 対策アクションプランにおいても重要視されている 13)。市中の抗菌薬適正使用

を促進し、薬剤耐性菌の出現を抑制するためには、保険薬剤師が地域における抗菌薬

の使用状況を把握・解析し、浮き彫りになった課題に対して積極的に介入して解決す

る必要がある。そのためには、各保険薬局で調剤される抗菌薬の使用状況や特徴を明

らかにし、継続的に把握する必要がある 15)。先行研究では、医薬品卸売業者の抗菌薬

販売量データやレセプトデータを活用して、抗菌薬の使用状況を解析している 16-19)。

しかし、医薬品卸売業者から入手したデータの場合は、医療機関が購入した抗菌薬が

在庫として残る場合があり、レセプト請求データの場合は、処方量や処方日数、自費

処方箋など保険請求から漏れるデータは集計できない。そのため、保険薬局で実際に

調剤された処方箋データを集計し、抗菌薬の使用状況を把握することで、それぞれの

地域において抗菌薬適正使用の状況を検証する必要がある。 

小児の外来診療において、急性上気道感染症や急性下痢症の多くはウイルス性であ

るため、抗菌薬の処方は不要である。しかし、実際にはこうした症例に対しても抗菌

薬が処方されているケースが散見される。そこで、小児の外来診療における抗菌薬の

適正使用を推進するため、2018 年 4 月より小児抗菌薬適正使用加算が算定されるよ

うになった 20)。本加算は、急性上気道感染症や急性下痢症により受診した 3 歳未満の

小児患者において、初診時に抗菌薬投与の必要性が認められず、抗菌薬の使用が必要

でないことを説明し、療養上必要な指導を行った場合に算定できる。さらに、基礎疾

患のない学童期以降の患者については、「抗微生物薬適正使用の手引き」に則した療

養上必要な説明及び治療を行っていることが条件である。また、医師が感染症の研修

会に定期的に参加していることも条件に盛り込まれ、2020 年 4 月からは対象年齢が 6

歳未満に引き上げられた。全国調査によって、本加算の導入により小児に対する抗菌

薬の外来処方が約 2 割減少したことが報告された 20-22)。このように、調剤レセプトデ

ータ等のリアルワールドデータをはじめとしたビッグデータを活用した研究が報告

されているが、地域ごとの抗菌薬処方の特徴などを見落としてしまう可能性がある 15)。

一方、病院においては、単一施設や地域ごとの抗菌薬使用量が調査されている 23-25)。

市中のクリニックや診療所、病院の外来診療、保険薬局では、抗菌薬の使用状況が地

域ごとに評価されていないため、AMR 対策アクションプランや小児抗菌薬適正使用

支援加算の効果が不明である。 

本邦の外来患者の半数以上は抗菌薬の処方が不要と考えられており、第一選択薬で

はない抗菌薬が処方されることもある 16,17,21)。また、患者から医師に抗菌薬の処方を

希望したり、医師が抗菌薬を予備投与するケースも散見される。さらに、抗菌薬の不

適切な使用については、患者の抗菌薬や AMR に関する知識不足が指摘されている 26)。
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2017 年に AMR 臨床リファレンスセンターが実施した調査によると、抗菌薬・抗生物

質のことを知っていると答えた人は、わずか 37%であり、約半数が抗菌薬・抗生物質

がインフルエンザや風邪に有効であると回答していた 27)。さらに、抗菌薬を処方通り

に服用していない人が 37%、余った抗菌薬を使い回している人は 20%を超えていた。

この調査は毎年実施されており、最新のデータにおいても国民の抗菌薬や AMR に関

する知識は改善していない (Table 5)27)。 

 

Table 5. 一般市民に対する抗菌薬意識調査 27) 

 

 

以上のように、国民の AMR の認知度は低く、全国のクリニックや診療所における

AMR 対策アクションプランの理解度もいまだ十分なレベルには達していないと考え

られる。また、保険薬局において、薬剤師による抗菌薬の説明が不十分な可能性も考

えられる。AMR 対策アクションプラン 2023-2027 において、特に外来患者に対する

普及啓発・教育が大きな課題となっている。抗菌薬の適正使用は、医療従事者だけで

なく、患者を含むすべての者が対応すべき最重要課題の一つである。しかし、これま

でに報告されている抗菌薬の使用状況に関するデータは、全国の処方データをまとめ

たものであるため、地域ごとの AMR 対策を評価する事ができていない 15)。 

本研究では、医師と患者の双方と関りを持つ保険薬局が、地域における抗菌薬適正

使用の状況を評価することを目的として、第 1 章では、保険薬局で調剤された処方箋

に基づき抗菌薬の年間処方量の推移を解析した。さらに、第 2 章では、保険薬局に来

局した患者に対し、抗菌薬に関する意識調査を行った。 

  

2023年
(n=566)

2022年
(n=572)

2021年
(n=593)

2020年
(n=700)

回答質問

14.7

62.9

22.4

16.4

62.8

20.8

18.0

59.4

22.6

18.1

49.7

32.1

正解

不正解

わからない

抗菌薬・抗生物質は、

ウイルスをやっつける

23.0

47.9

29.2

25.2

45.5

29.4

24.5

46.4

29.2

25.3

34.3

40.4

正解

不正解

わからない

抗菌薬・抗生物質は、

風邪に効く
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第 1 章 

保険薬局における抗菌薬処方量の解析 

 

【 緒 言 】 

本邦においては、2016 年から AMR 対策アクションプランがスタートした。2019 年

には、世界で 495 万人が AMR に関連して死亡し、このうち AMR が直接の死因とな

ったのは 127 万人であった 2)。薬剤耐性菌の出現は公衆衛生上の大きな問題となって

おり、抗菌薬の不適切な使用は AMR のリスクを高める 28)。2014 年以降、東京都多摩

地区の複数の病院において、市中感染型 MRSA の分離頻度が急増している 4)。そのた

め、市中の薬剤耐性菌が病院内に持ち込まれている事が示唆された。本邦では、全国

の抗菌薬使用状況を調査した大規模なリアルワールドデータが報告されている 1)。し

かし、レセプトデータでは、処方量や処方日数、自費処方箋などが集計できない。ま

た、薬剤耐性菌の実際の流行状況が分かっている地域を対象に、保険薬局が抗菌薬の

使用状況を調査した研究はない。 

本邦では、経口の第 3 世代セファロスポリン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロ

ライド系薬の使用量が諸外国よりも多いことが指摘されている 1)。こうした問題に歯

止めをかけるため、早急に抗菌薬の適正使用を推進する必要がある。しかし、市中の

クリニックや診療所においては、AMR 対策アクションプランの抗微生物薬の適正使

用の実施が不十分であることが指摘されている。実際に調剤した処方箋データを基に

使用量を確認し、年間推移を調査することで、市中のクリニックや診療所の抗菌薬使

用状況を把握することができる。また、小児の外来内服抗菌薬において、2013 年から

2016 年にかけて処方量の変化が見られず、第三世代セファロスポリン系薬、マクロラ

イド系薬、フルオロキノロン系薬の使用頻度が高く、年齢別では 1~5 歳で多くの抗菌

薬が処方されていたことが明らかとなっている 22)。診療科別で見ると、小児科と耳鼻

科で多くの抗菌薬が処方されている 29)。そのため、2018 年 4 月から、小児における

抗微生物薬の適正使用を推進するため、小児抗菌薬適正使用支援加算が新設されたが、

市中における効果は検証されていない。 

本章では、AMR 対策アクションプランの 6 つの強化取組項目のうち、市中におけ

る抗微生物薬の適正使用、動向調査・監視に該当する調査を行うことを目的とした。

そこで、市中感染型 MRSA の流行状況が明らかとなっている東京都多摩地区に位置

する保険薬局において、実際に調剤された抗菌薬の処方量から年次推移を調査すると

共に、小児抗菌薬適正使用支援加算の効果を評価し、市中における AMR 対策アクシ

ョンプランの効果を検証した。  
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【 方 法 】 

1. 処方データ 

2014 年 1 月から 2019 年 12 月の期間に、東京都多摩地区の保険薬局 42 店舗 (南多

摩地区 27 店舗、北多摩地区 13 店舗、西多摩地区 2 店舗) で取り扱った抗菌薬の処方

箋データを解析した。使用した抗菌薬の一覧は Table 6 に示した。処方データとして、

調剤日・患者の年齢と性別・医薬品名・処方箋受付回数を使用した。結果は、WHO が

抗菌薬使用量から抗菌薬適正使用を判断するための新たな指標であるAWaRe (Access, 

Watch, Reserve) 分類を用いて表示した。WHO の必須医薬品リスト (Model Lists of 

Essential Medicines) 第 20 版に掲載された抗菌薬分類を適正使用の指標として応用し

たものである 1)。抗菌薬を“Access” (一般的な感染症の第一選択薬、または第二選択薬

として用いられる耐性化の懸念の少ない抗菌薬で、全ての国が高品質かつ低価格で、

広く利用出来るようにすべき抗菌薬)、“Watch” (耐性化が懸念されるため、限られた疾

患にのみ使用すべき抗菌薬)、“Reserve” (他の手段が使用できなくなった時に最後の手

段として使用すべき抗菌薬)、未分類の 4 カテゴリーに分類している。本研究では、経

口抗菌薬のみを対象とし、注射剤、局所抗菌薬、抗真菌薬、および抗寄生虫薬は除外

した。抗菌薬の系統は、解剖治療化学 (ATC) 分類システムに基づき分類した 30)。さ

らに、小児科クリニックの門前薬局 12 店舗で、3 歳未満の小児の抗菌薬処方を解析

し、小児抗菌薬適正使用支援加算の効果について調査した。小児科クリニックの門前

薬局の処方量解析に使用した抗菌薬の一覧は、Table 7 に示した。 

 

2. 抗菌薬使用量 DPY の算出 

抗菌薬使用の共通指標である DIDは、使用された抗菌薬の力価総量とDDD (Defined 

Daily Dose) を用いて住民 1,000 人、1 日あたりの使用状況として計算される 31)。一方、

DDD は、WHO が定義している測定単位であり、臨床現場での推奨投与量ではない。

医薬品の主な適応症に対する成人 (体重 70 kg の成人が主な適応症の中等症に罹患し

た場合に用いる) の 1 日仮想平均維持量のことである。DID は、地域の抗菌薬使用を

評価する指標として使用され、使用された力価総量と DDD を用いて、住民 1,000 人、

1 日あたりの使用状況を表す。主に、地域または国における使用量の測定単位である。

先行研究では、DPM (DDDs / 1,000 処方受付回数 / 月) が用いられた 15)。DPM は、1

ヶ月の処方箋受付回数 1,000 回あたりの抗菌薬の推定投与日数の指標である。しかし、

月単位で比較すると、感染症が流行している時期と流行していない時期で差が出てし

まうことや、年次推移を調査する際に膨大なデータ量になってしまう等のデメリット

がある。そこで、本研究では、突発的な感染症の流行による影響を少なくするため、

年単位で比較できる DDDs / 1,000 処方箋受付回数 / 年として計算した DPY を考案し

た。処方件数では、一人の患者が同一医療機関で複数枚の処方せんを持参した際に、

DPY が過小評価されてしまうため、処方箋受付回数を使用した。処方箋受付回数は、
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一人の患者が同一医療機関の処方せんを複数枚持参して 1 回として数えた。DPY は、

薬局で1年間に調剤された処方箋受付回数1,000回あたりの推定抗菌薬使用量である。

実際に保険薬局で調剤された処方箋をもとに、地域単位や店舗単位で抗菌薬の使用量

を表すことができる。したがって、DPY は、保険薬局での抗菌薬使用を評価するため

に DID よりも適している。 

 

DPY (DDDs / 1,000 prescriptions / year) = [DDDs (力価総量 g / DDD g) / 処方箋受付回数 

/ 年] × 1,000 

 

抗菌薬の処方データをアップロードすると、抗菌薬の力価総量を算出できるソフト

ウェア Drug Use Visualization Assisting Tool (DUVAT) を使用し、DDDs を計算した。

DPY の計算には付属の Microsoft Excel (Microsoft Corporation, WA, USA) ファイルを使

用した 32)。 

 

3. DPY を算出した対象店舗 

DPY は、AMR 対策アクションプランの成果指標となっている第 3 世代セファロス

ポリン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬について算出した。42 店舗中、

抗菌薬の処方箋受付数が多い、小児科クリニックの門前薬局 5 店舗を除いた 17 店舗

を対象とした。また、3 歳未満の小児に対する小児抗菌薬適正使用支援加算の効果を

評価するために、小児科の門前薬局 5 店舗についても DPY を算出した。 

 

4. 統計学的解析 

抗菌薬の処方率とDPYによる年次推移の統計解析は、Mann–Whitney U検定を行い、

p <0.05 のときに有意差があるとした。 

 

5. 倫理的配慮 

本研究計画は、日本薬局学会倫理委員会 (承認番号：20005) および東京薬科大学人

を対象とする医学・薬学並びに生命科学系研究審査委員会 (承認番号：20-9) で審査・

承認された。調剤済み処方データは、個人が特定される情報を完全に切り離した状態

で提供された。また、過去のデータを使用しているため、薬局内に文章を掲示し、患

者からの同意はオプトアウト形式で取得した。 
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【 結 果 】 

1. 地域薬局における抗菌薬処方の推移 

2014 年 1 月から 2019 年 12 月までの期間において、東京都多摩地区に位置する保

険薬局42店舗の抗菌薬処方の年間推移を解析した。同期間の実際の処方数をTable 8、

各抗菌薬の処方率を Fig. 2 に示した。 

 

Table 8. Number of antimicrobial prescriptions between 2014 and 2019 in 42 pharmacies 

Number of prescriptions in following year;
Antimicrobial class

Total201920182017201620152014

AWaRe (Access)

30,3515,1215,5514,8135,0565,0344,776Penicillins with extended 

spectrum

7,7841,0899981,4911,7361,3611,109Combinations of penicillins, 

incl.beta-lactamase inhibitors

7,2701,1821,3971,0741,2261,1811,2101st cephalosporins

3,473847733603495441354Combinations of sulfonamides 

and trimethoprim, incl. 

derivatives

305394938515078Lincomycins

AWaRe (Watch)

180,33821,96924,23827,68632,35437,45936,6323rd cephalosporins

119,67015,17815,86917,54522,09223,53725,449Macrolides

92,43113,81714,84915,05116,03416,69915,981Fluoroquinolones

3,784432514594655748841Fosfomycin

747174313626124545Carbapenems

23954486968452nd cephalosporins

118009223948Aminoglycoside

AWaRe (Access and Watch)

8,2661,2561,2561,4501,6931,4601,151Tetracyclines

AWaRe (Reserve)

1,220177199190230315109Other cephalosporins and 

penems

AWaRe

(Watch and Not Classified)

1,616287263269265245287Anti-tuberculous drug

AWaRe (Not Classified)

2,739354384462483446610Combinations for eradication 

of Helicobacter pylori

241082211Other antimicrobials

460,37561,78066,35571,46182,72489,32988,726Total



 

13 

 

 

2
0
1
4

(8
8

,7
2

6
)

2
0
1
5

(8
9
,3

2
9
)

2
0
1
6

(8
2
,7

2
4
)

2
0
1
7

(7
1
,4

6
1
)

2
0
1
8

(6
6
,3

5
5
)

2
0
1
9

(6
1
,7

8
0
)

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

9
0

8
0

1
0
0

P
ro

p
o
rt

io
n
 (

%
) 

o
f 

o
ra

l
an

ti
m

ic
ro

b
ia

l 
ag

en
ts

Year (No. of prescriptions)

O
th

er
 a

n
ti

m
ic

ro
b
ia

ls

1
st

 c
ep

h
al

o
sp

o
ri

n
s

2
n

d
 c

ep
h

al
o

sp
o

ri
n

s

3
rd

 c
ep

h
al

o
sp

o
ri

n
s

C
ar

b
ap

en
em

s
O

th
er

 c
ep

h
al

o
sp

o
ri

n
s 

an
d

p
en

em
s

F
lu

o
ro

q
u

in
o
lo

n
es

M
ac

ro
li

d
es

A
m

in
o

g
ly

co
si

d
e

L
in

co
sa

m
id

es
T

et
ra

cy
cl

in
es

F
o
sf

o
m

y
ci

n
A

n
i-

tu
b
er

cu
lo

u
s 

d
ru

g
s

C
o
m

b
in

at
io

n
s 

o
f 

su
lf

o
n
am

id
es

 a
n
d
 

tr
im

et
h
o
p
ri

m
, 

in
cl

. 
d
er

iv
at

iv
es

C
o
m

b
in

at
io

n
s 

fo
r 

er
ad

ic
at

io
n
 

o
f 

H
el

ic
o
b
a
ct

er
 p

yl
o
ri

P
en

ic
il

li
n
s

w
it

h
 e

x
te

n
d
ed

 

sp
ec

tr
u
m

C
o

m
b

in
at

io
n

s 
o

f 
p

en
ic

il
li

n
s,

 

in
cl

. 
b
et

a-
la

ct
am

as
e 

in
h
ib

it
o

rs

F
ig

. 
2
. 
P

ro
p

o
rt

io
n

s 
o

f 
o

ra
l 

an
ti

m
ic

ro
b

ia
l 

ag
en

ts
 p

re
sc

ri
b

ed
 b

et
w

ee
n

 2
0

1
4

 a
n

d
 2

0
1

9
 i

n
 4

2
 p

h
ar

m
ac

ie
s.



 

14 

 

抗菌薬の処方件数は、AMR 対策アクションプラン開始前の 2014-2016 年 (260,768

件) から開始後の 2017-2019 年 (199,556 件) に 23.5%減少していた。一方、調査期間

中の抗菌薬以外の処方件数は、2014 年は 250,106 件、2015 年は 252,415 件、2016 年は

252,737 件、2017 年は 253,251 件、2018 年は 264,378 件、2019 年は 267,573 件であり、

大きな変動は認められなかった。したがって、抗菌薬処方件数の減少は、保険薬局の

処方箋受付件数の減少によるものではないことが示された。抗菌薬処方のうち、

AWaRe 分類において Watch (耐性化が懸念されるため限られた疾患にのみ使用すべき

抗菌薬) に分類されている広域抗菌薬である第 3世代セファロスポリン系薬 (209,080

件: 39.6%)、フルオロキノロン系薬 (104,474 件: 19.8%)、マクロライド系薬 (137,962

件: 26.2%) が全体の 85.6%を占めていた。また、抗菌薬の処方箋枚数は、AMR 対策ア

クションプランが開始された 2016 年から減少した。特に、第 3 世代セファロスポリ

ン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬の処方数は、2014-2016 年と 2017-

2019 年の間に、それぞれ 30.6% (106,445 件から 73,893 件)、10.3% (48,714 件から 43,717

件)、31.6% (71,078 件から 48,592 件) と大幅に減少した (p <0.05)。しかし、Watch に

分類されるこれらの広域抗菌薬の使用割合は依然として高かった。フルオロキノロン

系薬は、処方箋件数は減少していたものの、抗菌薬全体に占める処方割合が増加して

いた。一方、AWaRe 分類において Access (一般的な感染症の第一選択薬、または第二

選択薬として用いられる耐性化の懸念の少ない抗菌薬で、全ての国が高品質かつ低価

格で、広く利用出来るようにすべき抗菌薬) として分類されている広域ペニシリン系

薬および第 1 世代セファロスポリン系薬の処方割合は、それぞれ 4.2% (14,866 件から

15,485 件)、1.0% (3,617 件から 3,653 件) 増加していた。 

 

2. 小児抗菌薬適正使用支援加算の効果 

小児科病院・クリニックの門前薬局 12 店舗を対象に、抗菌薬処方の年間推移を解

析した (Table 9, Fig. 2)。小児科の門前薬局における 3 歳未満の小児の抗菌薬処方件数

は、AMR 対策アクションプランが開始された 2016 年以降減少し、小児抗菌薬適正使

用支援加算が開始された 2018 年以降は、より顕著に減少していた。広域ペニシリン

系薬の処方件数は 2018 年に急増したが、2019 年には減少した。2014 年以降、第 3 世

代セファロスポリン系薬とマクロライド系薬の処方件数は、年々減少していた。第 1

世代セファロスポリン系薬の処方件数は、2014 年および 2015 年では少なかったが、

2016 年以降は増加していた。一方、フルオロキノロン系薬の処方件数は 2017 年まで

上昇し、2018 年以降は減少に転じた。また、Watch に分類される広域抗菌薬の使用割

合が、2017 年まで 60%以上を占めていた。しかし、2018 年以降は逆転し、Access に

分類される抗菌薬の使用割合が 50%を超えていた。 
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Table 9. Proportions of oral antimicrobial agents prescribed between 2014 and 2019  

in 12 community pharmacies located in front of pediatric clinics 

Fig. 3. Number of antimicrobial prescriptions between 2014 and 2019 in 12 pharmacies 

located in front of pediatric clinics. 

Year (No. of prescriptions)

2014

(2,241)

2015

(2,400)

2016

(2,098)

2017

(1,844)

2018

(1,577)

2019

(1,258)
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Fosfomycin

Combinations of sulfonamides and 
trimethoprim, incl. derivatives

Combinations of penicillins, 
incl. beta-lactamase inhibitors

Penicillins with extended
spectrum

% of prescriptions in following year;
Antimicrobial class

201920182017201620152014

AWaRe (Access)

21.936.219.816.022.318.8Penicillins with extended spectrum

20.49.415.619.712.14.9Combinations of penicillins, incl.   

beta-lactamase inhibitors

7.78.05.42.10.60.61st cephalosporins

1.31.50.00.10.00.0Combinations of sulfonamides and 

trimethoprim, incl. derivatives

AWaRe (Watch)

32.827.832.334.738.646.93rd cephalosporins

12.811.814.416.217.022.8Macrolides

3.13.78.75.23.73.8Fluoroquinolones

0.01.13.01.00.70.4Fosfomycin

0.00.40.82.72.00.4Carbapenems

AWaRe (Access and Watch)

0.01.13.01.00.71.3Tetracyclines

AWaRe (Reserve)

0.00.10.12.02.30.0Other cephalosporins and penems

AWaRe (Watch and Not Classified)

0.00.00.00.00.00.0Anti-tuberculous drug
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3. 抗菌薬の DPY の推移 

第 3 世代セファロスポリン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬の使用

量を力価換算し、年間処方受付回数 1,000 回あたりの抗菌薬使用量を表した DPY を

算出して評価した (Table 10, Fig. 3)。抗菌薬処方の多い代表的な 17 店舗の薬局におい

て、AMR 対策アクションプラン開始前の 2014-2016 年と開始後の 2017-2019 年の DPY

を比較すると、第 3 世代セファロスポリン系薬とマクロライド系薬の DPY は、それ

ぞれ 31.4%、23.6%減少していた (p <0.05)。一方で、フルオロキノロン系薬の DPY は、

15.8%増加していた (p <0.05)。 

 

 

 

 

 

Table 10. Annual DPY of oral antimicrobial agents in 17 representative pharmacies

P-value*
DPY in following year;

Antimicrobial class
201920182017201620152014

0.0298.8103.7110.8129.2149.7139.53rd cephalosporins

0.04148.9146.7143.3138.9125.5123.5Fluoroquinolones

0.02125.4135.3157.2175.3179.2176.9Macrolides

*2014 to 2016 vs 2017 to 2019.
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Fig. 4. Annual DPYs of antimicrobial agents in 17 pharmacies.
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同じ期間における小児科門前薬局 5 店舗の DPY は、第 3 世代セファロスポリン系

薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬でそれぞれ 37.4%、26.8%、41.3%減少

した (Table 11, Fig. 4) (p <0.05)。第 3 世代セファロスポリン系薬、フルオロキノロン

系薬、マクロライド系薬の DPY の減少率は、小児科の門前薬局の方が抗菌薬処方の

多い代表的な 17 店舗の薬局よりも大きかった。これは、2017 年から 2019 年にかけて

抗菌薬全体の処方箋枚数が減少しており、AMR 対策アクションプランの影響と示唆

される。第 3 世代セファロスポリン系薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬

の DPY も減少している。フルオロキノロン系薬は 2017 年までは処方率も増加してい

たため、AMR 対策アクションプランの影響は受けていなかった。しかし、2018 年よ

りフルオロキノロン系薬の処方率も下がっていることから、小児抗菌薬適正使用支援

加算の影響であることが示唆された。 

 

Table 11. Annual DPY of oral antimicrobial agents in five pharmacies located in front of 

pediatric clinics 

P-value*
DPY in following year;

Antimicrobial class
201920182017201620152014

0.02161.7183.0185.6226.4282.9263.13rd cephalosporins

0.02105.7101.8107.7123.1134.6116.5Fluoroquinolones

0.02226.7260.4272.6371.3393.2393.3Macrolides

*2014 to 2016 vs 2017 to 2019.
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【 考 察 】 

本章では、2016 年から開始された AMR 対策アクションプランの 6 つの強化取組項

目のうち、抗微生物薬の適正使用の効果を検証するため、開始前後 3 年間の抗菌薬処

方件数および DPY を比較した。また、2018 年に開始された小児抗菌薬適正使用支援

加算の効果を評価するため、小児科門前薬局における抗菌薬処方件数および DPY を

比較した。なお、本研究は、本邦で COVID-19 パンデミックが始まる前の 2019 年 12

月までのデータを収集しているため、受診件数の減少などの影響は受けていない。 

市中感染型 MRSA の流行が拡大している要因の一つとして、地域のクリニックや

診療所、病院の外来診療での抗菌薬の使用状況が挙げられる 4)。本研究では、市中の

薬剤耐性菌が病院内に拡散していることが分かっている東京都多摩地区において、実

際に保険薬局で調剤されている抗菌薬の使用状況を明らかにした。抗菌薬の処方件数

は全体で 23.5%減少し、第 3 世代セファロスポリン系薬とマクロライド系薬は約 30%、

フルオロキノロン系薬は約 10%減少した。一方、全国調査の先行研究では、抗菌薬の

処方件数は全体で 28.9%減少し、第 3 世代セファロスポリン系薬、マクロライド系薬、

フルオロキノロン系薬がそれぞれ 42.8%、39.5%、41.5%減少した 13)。したがって、保

険薬局が抗菌薬の処方データを解析することで、当該地域の AMR 対策アクションプ

ランの実施が不十分である可能性が示された。また、本研究ではフルオロキノロン系

薬の DPY が増加していたが、これは投与日数の延長による DDDs の増加によるもの

だと考えられる。抗菌薬の処方件数が減少しても、処方日数が増加すると DDDs が増

加するため、DPY も増加してしまう。これは、フルオロキノロン系薬は広域スペクト

ルであり、他の抗菌薬よりも 1 日あたりの投与量が少ないため、医師が処方しやすい

ことが処方頻度の増加に繋がっていると予想される。また、医師の利便性を重視した

処方の他に、効果が乏しく漫然と処方されてしまうことで処方日数の延長に繋がり、

フルオロキノロン系薬に対する耐性菌が増加している可能性がある 9,33,34)。保険薬剤

師は、このような漫然とした抗菌薬処方に対して積極的に介入していく必要がある。

保険薬剤師が、医師に対して Access に分類されている抗菌薬を薦めることで、Watch

に分類されている広域抗菌薬の使用頻度を減少できる可能性がある。また、服薬指導

時に、患者から服薬状況や服用経緯を聞き取り、疑義照会または情報提供を行い、抗

菌薬の適正使用を推進することで、市中の抗菌薬使用状況を改善できる可能性がある。

本研究成果を活かして、今後は外用抗菌薬の処方状況や、診療科別の抗菌薬使用状況

などについても調査する必要がある。 

本研究から、3 歳未満の乳幼児の抗菌薬処方件数は、2018 年以降減少していること

が示された。小児科門前薬局における第 3 世代セファロスポリン系薬、フルオロキノ

ロン系薬、マクロライド系薬の DPY は、全て有意に減少した。これは、2018 年に開

始された小児抗菌薬適正使用支援加算によるものと考えられる 35,36)。一方、2018 年に

更新された小児の急性中耳炎の診断・管理に関する臨床診療ガイドラインによると、
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アモキシシリン又はアモキシシリン・クラブラン酸が、小児の急性中耳炎の第一選択

薬として推奨された 37)。これによって、小児科においてフルオロキノロン系薬の処方

率が大幅に低下したため、2018 年以降、Watch よりも Access に分類されている抗菌

薬の使用割合が増えていることが推察された。一方、Watch に分類されているマクロ

ライド系薬の処方率は、小児抗菌薬適正使用支援加算開始前後で大きな変化は認めら

れなかった。研究期間中に処方されたマクロライド系薬は、主にクラリスロマイシン

であり、続いてアジスロマイシンであった。マクロライド系薬は抗炎症作用を目的と

した処方があり、少量長期療法として使用される 38-40)。このことが、小児科において

マクロライド系薬の処方率が変化しなかった要因の一つであると考える。マクロライ

ド系薬は、長期に漫然と処方される機会が多いため、患者の状況を確認し、保険薬剤

師が介入して疑義照会や情報提供を行うことで改善できる部分であると考える。 

本研究にはいくつかの限界がある。第 1 に、処方箋データのみを解析しているため

疾患名と処方目的を照合することはできていない。第 2 に、DPY は本研究で初めて定

義したため、この指標を評価して以前の報告と比較することができていない。第 3に、

抗菌薬が処方された場所と患者が居住する場所が異なるため、地域における抗菌薬の

使用を正確に特定することは困難である 41) 。 

本章の結果から、調査した地域のクリニックや診療所、病院の外来診療、保険薬局

において、AMR 対策アクションプランが一定の効果を挙げていることが示唆された。

また、新しい AMR 対策アクション 2023-2027 には、「薬局を起点とする抗微生物薬使

用状況に関する研究の実施」が明記されている。したがって、保険薬局が抗菌薬の処

方件数を監視・把握することは、市中における AMR 対策アクションプランの効果の

検証に有用であることが示された。 
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第 2 章 

保険薬局利用患者の抗菌薬に関する意識調査 

 

【 緒 言 】 

2016 年以降、政策として AMR 対策が進められている一方で、市中の医療従事者や

患者の抗菌薬に対する意識が低いことが問題視されている。保険薬局を利用する患者

においては、患者が医師に不要な抗菌薬の処方を依頼するケースや、医師が抗菌薬を

予備で処方するケースが散見される。不要な抗菌薬を服用することで副作用や相互作

用の発現も懸念される。また、抗菌薬を処方通りに服用せず、自己判断で中止してし

まう患者も存在する。医師から抗菌薬の服用中止の指示が出され、抗菌薬が余る状況

になった場合、それらの薬剤は適切に廃棄すべきである。余った抗菌薬を自己判断で

服用したり他人に譲渡したりすることは、有害事象が発生するリスクや AMR を助長

する。国民の多くは抗菌薬がウイルスに有効であると誤った認識を持っており、その

状況は改善していない 9)。そのため、AMR 対策アクションプランにおいて、特に外来

患者に対する普及啓発・教育が大きな課題となっている。しかし、抗菌薬や AMR に

関する認識や知識は、地域によって異なることが予想される。したがって、抗菌薬適

正使用の普及啓発・教育を推進していくためには、地域ごとの現状を把握する必要が

ある。 

そこで AMR 対策アクションの普及啓発・教育の部分に該当する本章では、薬剤師

による抗菌薬適正使用の服薬支援につなげるため、保険薬局利用患者の抗菌薬や

AMR に関する認識や知識について意識調査を行った。 
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【 方 法 】 

1. 意識調査の内容 

本研究で用いたアンケートを Fig. 5 に示す。年齢・性別を患者背景とし、質問 2 は

薬剤耐性菌の認知度、質問 3 は抗菌薬の知識、質問 4 は患者と医師・薬剤師の AMR

に関する行動の選択式質問とした。乳幼児・小児の場合は、保護者が回答した。アン

ケートの結果は、各店舗で報告フォーマットに入力され、集計データは Excel ファイ

ルで抽出した。質問 2 (薬剤耐性菌の認知度) 及び質問 3 (抗菌薬の認知度) に正しく

回答できた患者を正しい知識群とし、質問 2 又は質問 3 が正しく回答できなかった患

者を誤った知識群とした。また、質問 4-2 から 4-5 を患者の不適切な行動、質問 4-6、

質問 4-7 を医師・薬剤師の不適切な対応と設定した。 

 

2. 選定基準・除外基準 

選定基準と除外基準は、回答者が重複せず、在宅患者を除く無作為抽出試験とした。

また、質問 1 から 3 に記入漏れがある場合や回答が矛盾しているアンケートは無効と

した。 

 

3. 調査期間、対象薬局および患者 

2020 年 11 月 1 日から 2021 年 1 月 31 日まで、第一章で抗菌薬処方件数を集計した

42 店舗中のうち 9 店舗に意識調査の協力を得た。この 9 店舗に来局した患者を対象

に、抗菌薬の適正使用に関するアンケート調査を実施した。2,003 枚のアンケートの

うち、116 枚が無効アンケートとなり、1,887 枚を有効アンケートとして使用した 

(Table 12)。 

 

Table 12. 各薬局からのアンケート回収数 

薬局 総アンケート数 無効アンケート数 有効アンケート数 

A 506 21 485 

B 373 13 360 

C 278 15 263 

D 265 23 242 

E 193 19 174 

F 134  5 129 

G 124  9 115 

H 125 11 114 

I   5  0   5 

合計  2003  116  1887 
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抗菌薬・抗生物質の適正使用についてのアンケート 
 

年齢  □0~9 歳  □10 歳代 □20 歳代 □30 歳代 □40 歳代 □50 歳代 □60 歳代  

□70 歳代 □80 歳代 □90 歳代 
 

性別 □男 ・ □女    
 

質問 1. 抗生物質・抗菌薬を服用したことはありますか？ 

□はい ・ □いいえ  
 

質問 2. 抗生物質が効きにくい細菌の薬剤耐性 (AMR) が問題になっていることを 

 知っていますか？ 

□はい ・ □いいえ  
 
質問 3. 抗生物質・抗菌薬は、ウイルスが原因の風邪に有効だと思いますか？ 

□はい ・ □いいえ  
 
質問 4. 抗生物質の使用についての質問です。 

該当する番号に○をしてください。複数回答可 
 

1. 医師・薬剤師の指示通り、処方された抗生物質・抗菌薬は飲み切っている。 

2. 症状が改善したら、抗生物質・抗菌薬を服用途中でも自己判断で中止したことが

ある。 

3. いざという時のために、飲み残した抗生物質・抗菌薬を保管している。 

4. 体調が悪くなった家族や友人に、手元にあった抗生物質・抗菌薬をあげたことが

ある。 

5. 受診した際に、自ら、「抗生物質・抗菌薬を処方してほしい」とお願いし、実際

に処方してもらったことがある。 

6. 医師から、「調子が悪くなったら服用するように」などと予備で抗生物質・抗菌

薬が処方されたことがある。 

7. 薬剤師から「抗生物質・抗菌薬は、しっかり飲み切るように」と説明を受けた 

ことがない。 

8. 抗生物質・抗菌薬を服用して、体調が悪くなり、服用中止したことがある。 
 

アンケートは以上になります。ご協力ありがとうございました 

 

Fig. 6. 本研究で使用した抗菌薬に関する意識調査票 
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4. データ解析 

質問項目間の関係を評価するために、自治医科大学さいたま医療センターのホーム

ページからダウンロードができる医療統計ソフト EZR ver.1.55 を用いてロジスティッ

ク回帰分析による多変量解析を行い、Odds ratio (OR) の統計的有意性を評価するため、

95% Confidential interval (95% CI) を算出した。この信頼区間が 1 を含まない場合、OR

は統計的に有意であると判断し、p <0.05 の場合を有意差があるとした。Variance 

Inflation Factor (VIF) を計算し、多重共線性の有無を確認した 42)。VIF は、計算したデ

ータの信憑性に関わる数値であり、VIF が 3 以上の説明因子が含まれると、他のデー

タに影響が出てしまい、正しく計算されない可能性がある。そのため、本研究の解析

では、VIF が 3 以上の説明因子を除外した状態で解析した。 

 

5. 倫理的配慮 

本研究計画は、日本薬局学会倫理委員会 (承認番号：20004) で審査・承認された。

調剤の待ち時間を利用し、アンケートを渡す際に患者の同意を得た。 
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【 結 果 】 

1. アンケート結果 

有効アンケート 1,887 枚のうち、男性は 931 名 (49.3%)、女性は 956 名 (50.7%) で

あった。回答者の年齢層は、20 歳から 79 歳までが全体の 84%を占めた (Fig. 7)。抗菌

薬の服用経験があると回答した患者は 1,734 名 (91.9%) であった。しかし、AMR を

知っている患者は 529 名 (28.0%) と少なく、抗菌薬がウイルスに有効であると誤っ

た認識を持っている患者は 1,282 名 (67.9%) と多かった (Table 13)。患者の行動に関

する質問では、抗菌薬を医師・薬剤師の指示通りに服用している患者は 1,359 名 

(72.0%) と多くを占めていた (Table 14)。一方で、379 名 (20.1%) が自己判断で抗菌薬

の服用を中止したことがあると回答した。また、家族や友人に抗菌薬を渡したことが

ある患者、医師に抗菌薬の処方を依頼したことがある患者は 90 名 (4.8%) 存在した。

医師・薬剤師による抗菌薬の適正使用に関する質問では、医師から抗菌薬の予備処方

を受けたことがある患者は 107 名 (5.7%) であった。また、薬剤師から抗菌薬適正使

用に関する説明を受けたことがないと回答した患者は 320 名 (7.0%) であった。 

 

 

 

Fig. 7. Age distribution of patients enrolled in this study.
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Table 13. 質問 1~3 の回答結果 

カテゴリー 回答数 (Yes / No) 割合 (Yes / No) 

質問 1 : 抗菌薬の服用経験の有無 1734 / 153 91.9 /  8.1 

質問 2 : 薬剤耐性菌の認知度  529 / 1358 28.0 / 72.0 

質問 3 : 抗菌薬の認知度 1282 / 605 67.9 / 32.1 

 

 

Table 14. 質問 4 の回答結果. 

カテゴリー 
回答数  

(Yes / No) 

割合  

(Yes / No) 

質問 4-1 : 処方された抗菌薬を飲み切っている 1359 / 528 72.0 / 28.0 

質問 4-2 : 自己判断で抗菌薬服用中止 379 / 1508 20.1 / 79.9 

質問 4-3 : 飲み残した抗菌薬を保管 216 / 1671 11.4 / 88.6 

質問 4-4 : 家族・友人に抗菌薬の譲渡 90 / 1797  4.8 / 95.2 

質問 4-5 : 抗菌薬処方を医師に依頼 90 / 1797  4.8 / 95.2 

質問 4-6 : 医師より予備の抗菌薬処方 107 /1780  5.7 / 94.3 

質問 4-7 : 薬剤師より適切な指導経験がない 320 / 1567 17.0 / 83.0 

質問 4-8 : 副作用による抗菌薬服用中止 105 / 1782  5.6 / 94.4 

 

 

2. 各質問間の関係性の解析 

アンケートの集計データを使用し、ロジスティック回帰分析により質問間の関係性

を解析した (Table 15)。その結果、質問 2 (薬剤耐性菌の認知度) 及び質問 3 (抗菌薬の

認知度) に正しく回答できた正しい知識群の方が、抗菌薬を指示通り服用していた 

(OR: 1.65, 95% CI: 1.18-2.31) (p <0.01)。質問 4-2 から 4-5 における患者の不適切な行動

をする要因として、医師から抗菌薬を予備処方されること (OR: 3.18, 95% CI: 2.12-

4.76)、薬剤師から抗菌薬の適正使用に関して説明された経験がないこと (OR: 1.84, 

95% CI: 1.43-2.36) が挙げられた (p <0.01)。したがって、AMRに関する正しい知識が、

患者の適切な行動につながることが示唆された。患者が医師に抗菌薬の処方を依頼す

る要因は、医師からの事前抗菌薬処方 (OR: 2.28, 95% CI: 1.20-4.33) と抗菌薬の保管 

(OR: 3.27, 95% CI: 2.00-5.35) であった (p <0.01)。一方、抗菌薬の譲渡 (OR: 1.48, 95% 

CI: 0.67-3.26) は、医師への抗菌薬処方を依頼する要因ではなかった (p = 0.33)。服用

中の抗菌薬を中止する要因は、抗菌薬の譲渡 (OR: 2.57, 95% CI: 1.60-4.11) および抗菌
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薬の保管 (OR: 4.40, 95% CI: 3.22-6.01) であった (p <0.01)。抗菌薬を保管する行動は、

抗菌薬服用による副作用発現で中止するオッズ比 (OR: 1.02, 95% CI: 0.67-1.68) より

も高かった。また、分析因子の VIF はすべて 3 以下であり、多重共線性は認められな

かった。 

 

Table 15. ロジスティック回帰による多変量解析を用いた質問間の関係性 

 オッズ比 (95% CI) P 値 VIF 

問 2、問 3 正解群  

(正しい知識を持っている) 

・処方された抗菌薬を飲み切っている 

 

 

1.65 (1.18 - 2.31) 

 

 

< 0.01 

 

 

1.05 

    

患者が誤った行動をする要因 

・問 2、問 3 正解群  

(正しい知識を持っている) 

・医師からの抗菌薬予備処方 

・薬剤師から抗菌薬適正使用の指導無し 

 

0.92 (0.56 – 1.45) 

 

3.18 (2.12 – 4.76) 

1.84 (1.43 – 2.36) 

 

 0.71 

 

< 0.01 

< 0.01 

 

1.42 

 

1.01 

1.00 

    

患者が抗菌薬処方を医師へ依頼 

・問 2、問 3 正解群  

(正しい知識を持っている) 

・医師から抗菌薬予備処方 

・抗菌薬の譲渡 

・抗菌薬の保管 

 

1.04 (0.86 - 2.56) 

 

2.28 (1.20 – 4.33) 

1.48 (0.67 – 3.26) 

3.27 (2.00 – 5.35) 

 

0.95 

 

< 0.01 

0.33 

< 0.01 

 

1.54 

 

1.06 

1.02 

1.07 

    

患者が抗菌薬服用中止 

・抗菌薬の譲渡 

・抗菌薬の保管 

・副作用の発現 

 

2.57 (1.60 – 4.11) 

4.40 (3.22 – 6.01) 

1.02 (0.62 – 1.68) 

 

< 0.01 

< 0.01 

0.83 

 

1.05 

1.08 

1.05 

CI, confidence interval; VIF, variance inflation factor 
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【 考 察 】 

本章では、薬剤師による抗菌薬適正使用の服薬支援につなげるため、保険薬局利用

患者の抗菌薬や AMR に関する認識や知識に関する意識調査を行った。抗菌薬適正使

用のための情報を得ることで、患者の意識に起因する AMR のリスクと可能性につい

て検証した。 

本研究の結果から、3 つの問題・課題を見出した。1 つ目は、AMR に対する認識が

低く、抗菌薬に関する知識が不十分な患者が多かったことである。特に、抗菌薬がウ

イルス性の風邪に有効であると誤った認識を持っている患者が約 7 割を占めた。この

結果は、AMR 臨床リファレンスセンターが行っている一般国民を対象とした意識調

査 (約 6 割) よりも高かった 26)。したがって、AMR 対策アクションプランに示され

る普及啓発・教育を地域の保険薬局からも取り組んでいく必要があることが示唆され

た。本研究は、医療機関を受診している薬局来局患者のみを対象としているため、調

査した地域の一般市民の AMR に対する認識や抗菌薬に関する知識は、さらに低いこ

とが予想される。また、患者の約 7 割が AMR の問題を知らなかったため、医師や保

険薬剤師による AMR や抗菌薬に関する指導や情報提供が不十分であることが示唆さ

れた。AMR に関する国民の認識と教育の向上は、AMR 対策アクションプランの主な

取り組みの 1 つに挙げられている 1)。しかし、本研究や過去の意識調査のデータから、

国民に対する AMR や抗菌薬に関する教育が不十分であることが示された 1)。したが

って、国によるトップダウンの施策だけでなく、患者や一般市民に対して、それぞれ

の地域の医師や保険薬剤師が AMR や抗菌薬に関する教育をボトムアップで実施する

必要があると考える。日々の服薬指導において、抗菌薬の適正使用について丁寧に説

明を行うことが重要であると考える。 

2 つ目は、医師が患者の要望に応じて抗菌薬を処方することが、患者の誤った行動

に繋がっていたことである。Gu らは、抗菌薬に対する十分な理解がない患者やその

家族は、風邪のようなウイルス性疾患であっても抗菌薬の処方を要求することが多い

ことを報告している 43)。医師は、患者との関係や治療に対する満足度を考慮して、治

療に必要のない抗菌薬を処方してしまうことがある 44-46)。したがって、医師の AMR

に対する意識を向上するだけでは、抗菌薬の誤った処方を防ぐことは難しい。また、

医学生が抗菌薬に対して誤った認識を持っているという報告もあるため、医学部にお

いても抗菌薬の適正使用や AMR に関する教育を徹底し、改善する必要がある 47)。 

3 つ目は、薬剤師による抗菌薬適正使用の説明不足が、患者の誤った行動の一因と

なっていたことである。患者に対する医師の説明を納得してもらうための説明資料の

使用は、不必要な抗菌薬処方の防止に役立つことが指摘されている 48,49)。したがって、

抗菌薬を提供する保険薬局が、AMR や抗菌薬に関する分かりやすい説明資料を用意

し、患者や一般市民に情報を提供することが重要である。また、患者から得られた情

報を基に疑義照会や情報提供を行うことで、コンプライアンスの改善に繋げることが
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重要である。日本化学療法学会は、外来診療における AMR や感染症・抗菌薬につい

て専門知識を有し、感染症治療の領域でその真価を発揮できる認定薬剤師を輩出する

ため、2022 年 4 月から外来抗感染症薬認定薬剤師制度を開始した。本制度が普及する

ことで、保険薬剤師が外来診療における AMR の問題解決や抗菌薬の適正使用を推進

し、地域における AMR 対策アクションプランの中核を担うことが期待される。 

本章の結果から、医師・保険薬剤師が抗菌薬適正使用に関する患者指導が不十分で

あることが、AMR に対する患者の誤った行動に繋がることが示唆された。本章は、

外来患者を対象に行った意識調査であるため、市中の医師・薬剤師に対する啓発に繋

がり、抗菌薬の適正使用に向けた取り組みに貢献できると考える。したがって、抗菌

薬の適正使用を推進するためには、医師・保険薬剤師による普及啓発活動の充実と患

者の意識改革が必要であることが明らかとなった。 
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【 総 括 】 

病院においては、ICT や AST が組織され AMR 対策アクションプランが円滑に実践

されている。しかし、市中のクリニックや薬局ではこのような組織が存在しないため、

AMR 対策アクションプランを実施し、その効果を検証することが難しい。本研究で

は、医師と患者の双方と関りを持つ保険薬局が、地域における抗菌薬適正使用の状況

を評価することを目的として、保険薬局で調剤された処方箋に基づき抗菌薬の年間処

方量の推移を解析した。さらに、保険薬局に来局した患者に対し、抗菌薬に関する意

識調査を行った。 

第 1 章では、市中感染型 MRSA が病院内に拡散していることが明らかになってい

る東京都多摩地区において、外来患者における抗菌薬使用状況の実態を初めて明らか

にした。2016 年から開始された AMR 対策アクションプランの効果を評価するため、

開始前後 3 年間の抗菌薬処方件数および DPY を比較した。また、2018 年に開始され

た小児抗菌薬適正使用支援加算の効果を評価するため、小児科門前薬局における抗菌

薬処方件数および DPY を比較した。抗菌薬の処方件数は、全体で約 24%減少し、第

3 世代セファロスポリン系薬とマクロライド系薬は約 30%、フルオロキノロン系薬は

約 10%減少した。また、3 歳未満の乳幼児の抗菌薬処方件数は、2018 年以降減少して

いることが示された。さらに、小児科門前薬局における第 3 世代セファロスポリン系

薬、フルオロキノロン系薬、マクロライド系薬の DPY は、全て有意に減少した。新

しい AMR 対策アクション 2023-2027 には、「薬局を起点とする抗微生物薬使用状況に

関する研究の実施」と明記されている。したがって、保険薬局が抗菌薬の処方件数を

監視・把握することは、市中における抗微生物薬の適正使用の推進を求める AMR 対

策アクションプランの効果の検証に有用であることが示唆された。 

第 2 章では、保険薬剤師による抗菌薬適正使用の服薬支援につなげるため、保険薬

局利用患者の抗菌薬や AMR に関する意識調査を行った。AMR に対する認識が低く、

抗菌薬に関する知識が不十分な患者が多かった。また、医師が患者の要望に応じて抗

菌薬を処方することが、患者の誤った行動に繋がっていた。さらに、保険薬剤師によ

る抗菌薬適正使用の説明不足が、患者の誤った行動の一因となっていた。したがって、

医師・保険薬剤師が抗菌薬適正使用に関する患者指導が不十分であることが、AMR や

抗菌薬に対する患者の誤った行動に繋がることが示唆された。 

このように、市中で AMR 対策アクションプランを実施するためには、それぞれの

地域で流行している耐性菌の状況と外来で使用している抗菌薬の使用状況、AMR や

抗菌薬に関する患者の理解度を把握し、改善すべき課題を明らかにすることが重要で

ある。そのため、各地域での抗菌薬の使用状況が把握できれば、市中で流行している

耐性菌の流行状況と照らし合わせることで、感染症対策に貢献できると考える。これ

によって、地域における抗菌薬の使用量を改善することができ、耐性菌の流行抑止に

繋がる。また、保険薬剤師が抗菌薬適正使用について外来患者に丁寧に説明し、意識
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を変えていくことが AMR 対策アクションでも重要視されている外来患者に対する普

及啓発・教育となる。本研究は、今後の保険薬局が担うべき AMR 対策の重要なエビ

デンスとなることが期待できる。本研究成果は、保険薬局および薬剤師の新たな機能

や役割を提示し、地域における AMR 対策アクションプランの推進に大きく貢献でき

るものと考える。 
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